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2022年1月1日から施行された改正電子帳簿保存法。

電子データで保存するとき等の方法について定める法律で、具体的に

は①電子ソフトなどで作成した帳簿や国税関係書類をデータのまま保

存、②紙で受領・作成した書類をスキャナで読み取り画像データで保

存、さらに③電子メールなどで授受した取引情報をそのままデータで

保存の3つの方法があります。

同法の改正は企業の規模に関係なく取り組まなければならないことで

すが、中小企業の取り組みは果たして進んでいるのでしょうか。同法

に関する中小企業の理解度や対応状況に関する調査を行いました。
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改正電子帳簿保存法への理解01

改正電子帳簿保存法についての内容理解を
できているのは

調査期間：2022年5月23日～6月30日

n＝1,240

56.9%
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改正電子帳簿保存法への対応有無02

改正電子帳簿保存法について対応済みなのは

調査期間：2022年5月23日～6月30日

n＝705

16.6%
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改正電子帳簿保存法への具体的な対応03

最も多い対応は

調査期間：2022年5月23日～6月30日

データをサーバーや
クラウドに保存

n＝363
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調査期間：2022年5月23日～6月30日

02 改正電子帳簿保存法への対応有無

改正電子帳簿保存法について対応済みなのは

n＝705

全体の16.6%

03 改正電子帳簿保存法への具体的な対応

最も多い対応は

n＝363

データをサーバーやクラウドに保存

改正電子帳簿保存法への理解01
改正電子帳簿保存法についての内容理解をできているのは

n＝1,240

全体の56.9%


